
競争参加資格確認申請書等の作成について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県筑西土木事務所
１　競争参加資格の確認等
○下記の書類を提出する。
（１）競争参加資格確認申請書
※電子入札の場合は，別添様式第１号「競争参加資格確認申請書」の提出は必要ありません。
電子入札システムにおいての申請処理が，申請書の提出になります。
（２）競争参加資格確認資料（様式第２号）
（３）主任（監理）技術者重複申請調書　…必要に応じて提出。
配置予定技術者が，他の入札参加予定工事との重複が想定される場合は，別添様式「主任（監理）技術者重複申請調書」を提出すること。
※「主任（監理）技術者重複申請調書」を提出する場合は，「競争参加資格確認資料（様式第２号）」と同一ファイルで提出願います。
なお，他の工事を落札したこと等により配置予定技術者を配置できなくなった場合には，取下げ書を開札日時までに提出すること。
　（４）電子契約用メールアドレス確認書　…電子契約対象の場合に提出。
　（５）専任特例1号の場合の監理技術者等の配置に関する届出書　…必要に応じて提出。
　　　　　専任特例１号の場合の監理技術者等の配置又は営業所技術者等の兼務の特例を予定する場合は提出すること。

　（６）専任特例２号の場合の監理技術者の配置に関する届出書　…必要に応じて提出。
　　　　　専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定する場合は提出すること。この場合、様式第２号（５）には専任特例２号の場合の監理技術者となる者を記載すること。
２　入札手続

○下記の書類を提出する。

（１）入札書

（２）工事費内訳書　※新たに材料費、労務費、現場労働者に関する法定福利費、安全衛生費、建退共掛金を記載することとなりました。
３　開札の結果，落札予定者のみ直ちに提出する関連書類
○下記の書類を提出する。

（１）工事実績情報システム（以下「ＣＯＲＩＮＳ」という。）又は契約書の写し等
参加資格を証明する書類としてＣＯＲＩＮＳ又は契約書の写し等を提出していただきますが、ＣＯＲＩＮＳ又は契約書の写し等で施工実績が明確に証明できない場合は、参加資格要件を満たさないものとみなします。ＣＯＲＩＮＳ又は契約書の写しの記載内容については、確認を十分行い、必要に応じ証明できる書類（図面、 工程表等）もあわせて提出すること。
（２）配置予定技術者の雇用関係を証する書類（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等）
直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格確認申請のあった日以前に３月以上の雇用関係があることを証する書類。
（３）１級又は２級技術検定合格証明書等の写し
（１級又は２級土木施工管理技士（土木）の資格等）
（４）監理技術者として配置しようとする場合、監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証の写し

（５）最新の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（経審の結果の写し）

※経常建設共同企業体の場合は全ての構成員に係るものとする。
４　その他
（1） 申請書提出期限後の技術者の変更は認めませんので，技術者の選定にあたっては，資格要件を十分に確認し申請書を提出すること。
（２）電子入札において，申請書提出後，申請者が提出書類の不足等に気付いた場合，申請書提出期限内に限り，再提出（再提出は１度限り）が可能なので，再提出する場合は，入札説明書２の担当部局の承諾を得て再提出すること。

（３）開札の結果，落札予定者になる場合に備え，３に掲げる関連書類を直ちに提出できるように体制を整えておくこと。
（４）公告期間中に公告内容について変更が生じた場合，その都度入札情報サービスにより文書の差し替え・修正をいたしますのでご承知のうえ留意願います。
（５）電子入札システムのアドレス
　　　https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/ebid/denshinyusatu-top.html
（注）  この様式は，承認をうけ，紙媒体により申請書を提出する場合にのみ使用する。
（様式第１号）（その１）単体用　　　
競争参加資格確認申請書
　　年 　 月　  日
                      殿
                                   住　　　　所
                                   商号又は名称
                                   代表者氏名                        
  　　  年  月  日付けで公告のありました，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事に係る競争参加資格について確認されたく，下記の書類を添えて申請します。
  なお，成年被後見人及び被補佐人並びに破産者で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記
１  競争参加資格確認資料（別記様式第２号）
２  競争参加資格の裏付資料（入札公告において，競争参加資格確認申請に併せ提出を求めているもののみ）
（注）  この様式は，電子入札システムにより申請書を提出しない場合にのみ使用すること。

　　　　　電子入札システムによる場合には，システムにおいての申請処理が申請書の提出となる。

（様式第２号）（１／２　面）　

※参加を希望する工事番号，その他記載内容に誤りがないか，確認の上で提出すること。
【 競争参加資格確認資料 】
入札希望　　工事番号：（例）国補○○第○○－○○－○○○－○－○○号　○○○○工事

　　　　　　工事場所： (例) ○○線（○○川，○○公園）　○○市○○地内
商号又は名称：　　　　　○○○○○（会社名等記載）        　　　　　　　　
	（１）対象工事に係る総合点数                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　点

	（２）対象工事に係る年間平均完成工事高                                 　　　　　　　　億円

	（３）
施工実績
※

【入札公告
３（２）の

施工実績 】
	工事名
	

	
	工事場所
	

	
	発注者名
	

	
	契約金額
	

	
	工   期
	

	
	受注形態
	単体・経常ＪＶ（出資比率）・特定ＪＶ（出資比率）

	
	構造形式
	

	
	規模・寸法
	　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	使用機材・数量
	

	
	その他
特記事項
	

	（４）
県工事の
施工実績
	工事名
	
	契約金額

	
	工事場所
	
	工期 　年　月～　年  月

	（５）
技術者の
資格・経
験等
	現住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　氏名　　       年齢

	
	所属会社・勤務課所

	
	資格（名称・取得年・登録番号）　



	
	営業所の専任技術者であるか
	(該当)　有・無

	
	経営業務の管理責任者であるか
	(該当)　有・無

	
	工
事
経
歴
の
概
要
	工事名
	発注者名

	
	
	工事場所
	契約金額

	
	
	工期　　　　　　　年　月～　年　月
	当時の役職

	
	
	工事内容

	（６） 建設業法に基づく主たる営業所（本店）又は営業所（支店等）の所在地
	

	（７） 更生手続き開始の申立てがなされている者又は再生手続き開始の申立てがなされている者か（茨城県知事が一般競争入札参加資格の再認定をした者を除く）
	（該当）

有・無

	（８） 対象工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関連がある者か
	（該当）

有・無

	（９） 対象工事に係る許可の種類
	特・般



この書類の記載責任者・連絡先　　　
商号：　　　　　　　　　　　　　

氏名（ふりがな）：
　所属：
　電話番号：                       

　FAX番号：
　　　　E – m a I l 　　：
（様式第２号）（２／２　面）

※参加を希望する工事番号，その他記載内容に誤りがないか，確認の上で提出すること。
作成要領（単体及び経常ＪＶ用）
１  １／２面（１）～（６）には，公告において明示された競争参加資格があることを示す必要最小限の事項について記載すること。（競争参加資格要件として付されていない条件に係るものは空欄で可）
２　入札公告に示された時期，方法により，次の(1)～(4)の書類（競争参加資格の裏付け資料）を提出すること。ただし，競争参加資格要件として付されていない条件に係るものは除く。
     (1) 施工実績の確認に要する書類

工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に登録された当該工事の登録内容確認書（以下「登録内容確認書」と言う。）又は契約書（又はこれに準ずるもの）の写し

＊　登録内容確認書で工事概要等の判断が困難な場合には，工事概要書及び施工図面等の写しを添付すること。

＊　登録内容確認書は，竣工時のものに限る。（(2)において同じ。）

   (2) 配置予定技術者の資格・施工経験の確認に要する書類

・資格認定証明書，監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し

・登録内容確認書
   (3) 配置予定技術者との雇用関係を証する書類（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の
写し等）
*　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写しはあらかじめ基礎年金番号及び他者の個人情報の部分にマスキングを施した状態で提出すること。
   (4) 契約締結（予定）日から１年７月以内の審査基準日の経営事項審査を受審したことを証する書面（共同企業体の場合は，全ての構成員に係るもの）。
３　１／２面の（３）同種又は類似工事施工実績，（４）県工事の施工実績には，公告において明示した期間内に竣工したものを記載すること。

４　１／２面（７）以下の右欄には該当するものに○印を付すること。
５  この確認資料は，共同企業体の場合，すべての構成員について作成すること。

６　紙入札方式を承認された者を除き，この様式（１／２面）及び添付書類を電子ファイルとして提出すること。この様式（１／２面）及び添付書類の合計容量が２メガバイトを超える場合には，その全てを紙媒体により郵送（書留郵便に限る。）で提出すること。ただし、担当部局の了解を得た場合に限り、電子メールによる提出についても可とする。
なお，競争参加資格確認申請時に，２の書類の容量が２メガバイトを超えることにより，郵送（書留郵便）により提出しようとする場合には，次の内容を記載した目録（電子ファイル）をこの様式（１／２面）と併せて電子入札システムにより提出すること（様式は任意とする。）。
(1) 郵送する旨の表示

(2) 郵送する書類の目録

(3) 郵送する書類のページ数

(4) 発送年月日
注）  この様式は，電子入札システムによる申請において，資料の容量が２メガバイトを超える場合等郵送時に使用する。様式は任意に作成しても良い。
郵送資料目録
　令和　　年 　 月　  日
茨城県筑西土木事務所長 殿
                                   住　　　　所
                                   商号又は名称
                                   代表者氏名                  　　      
令和　　年　　月　　日付けで公告のありました　　　　　　工事について，競争参加資格確認資料の容量が２メガバイトを超えるため，下記の競争参加資格確認資料を別途郵送いたします。
記
１　郵送資料　　　　　　　　　　　　　　　　　

· 競争参加資格確認資料（様式第２号）　　　　　 枚

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　２　発送年月日　　　　　令和　　年　　月　　日
主任（監理）技術者重複申請調書
                                                        令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　殿

　当該工事の配置予定技術者である　　　　　　　　は，下記の工事の配置予定技術者と重複して申請しております。

　よって，他の工事の入札において落札したことにより，当該配置予定技術者を配置できない場合は，競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをいたします。

記

	重　複　申　請　の　状　況

	 １


	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入　札　日
	

	 ２


	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入　札　日
	

	 ３


	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入　札　日
	

	 ４


	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入　札　日
	

	 ５


	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入　札　日
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　
  競争参加資格確認申請書
　　　　　取下げ書
            入札参加申込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    令和　　年　　月　　日
　茨城県筑西土木事務所長　殿
　

　当該工事の配置予定技術者である　　　　　　　　は、下記の工事の入札において落札者となったため、配置予定技術者として配置できません。
　よって、競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをいたします。
	 　　　　　競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをする工事         

	工事名称
	

	入　札　日
	


　
記
	             落　札　し　た　他　の　工　事　の　状　況　　　

	工事名称
	

	発注機関名
	

	入　札　日
	


住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　

工事費内訳書の提出について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県筑西土木事務所
この入札においては，入札に際し，入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求めます。

· 工事費内訳書の提出のない者のした入札は，無効とします。

· 工事費内訳書は，作成例に準じて作成してください。（様式は任意とする。）

· 工事費内訳書は，返却しません。また，提出された工事費内訳書の引換え，変更又は取消しは認めません。

· 工事費内訳書の提出は，契約上の権利義務を生じるものではありません。

· 談合があると疑うに足りる事実があると判断される場合には，提出された工事費内訳書を公正取引委員会等に提出します。
工事費内訳書作成例（土木工事）　　　　　　
　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日：令和　　年　　月　　日
工事費内訳書

（工事番号）国補（県単）○○第００－００－０００－０－０００号（工事名称）　　　○○工事　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　                                  （商号又は名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代 表 者 名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
	工事区分、工種、種別、細別、規格
	数　量
	単位
	単　価
	金　額
	摘　要

	道路改良
	
	
	
	18,135,000
	

	　道路土工
	
	
	
	1,380,000
	

	　　掘削工
	
	
	
	1,380,000
	

	　　　土砂掘削
	1,000
	ｍ３
	
	300,000
	

	　　　　バックホウ掘削積込
	1,000
	ｍ３
	150
	300,000
	

	　　路体盛土工
	
	
	
	130,000
	

	　　　流用土路体
	2,000
	ｍ３
	130
	130,000
	

	　　不足土
	
	
	
	950,000
	

	　　　不足土搬入
	1,000
	ｍ３
	
	950,000
	

	　　　　不足土運搬（20km）
	1,000
	ｍ３
	950
	950,000
	

	　擁壁工
	
	
	
	16,400,000
	

	　　作業土工
	
	
	
	1,350,000
	

	　　　床堀
	600
	ｍ３
	250
	150,000
	

	　　　埋戻し
	600
	ｍ３
	2,000
	1,200,000
	

	　　現場打擁壁工
	
	
	
	15,050,000
	

	　　　均しコンクリート（18-8-25（高炉））
	300
	ｍ３
	1,600
	480,000
	

	　　　コンクリート（18-8-25（高炉））
	400
	ｍ３
	15,000
	6,000,000
	

	    　型枠（均しコンクリート用）
	40
	ｍ2
	3,000
	120,000
	

	    　型枠（擁壁本体用）
	1,200
	ｍ2
	7,000
	8,400,000
	

	　　  諸材料（目地材、水抜パイプ）
	1
	式
	50,000
	50,000
	

	　仮設工
	
	
	
	355,000
	

	　　工事用道路
	
	
	
	355,000
	

	　　　工事用道路盛土
	500
	ｍ３
	500
	250,000
	

	　　　路盤工（t=200mm）
	100
	ｍ2
	700
	70,000
	

	　　　敷鉄板設置・撤去
	10
	枚
	1,500
	15,000
	

	　　　敷鉄板損料
	10
	枚
	2,000
	20,000
	

	　直接工事費
	
	
	
	18,135,000
	

	　共通仮設
	
	
	
	3,851,000
	

	　　共通仮設費（積上分）
	
	
	
	651,000
	

	　　　運搬費
	
	
	
	651,000
	

	　　　　建設機械分解組立輸送費
	1
	式
	
	400,000
	

	     仮設材運搬・積込・取卸費
	17
	t
	3,000
	51,000
	

	     イメージアップ経費
	1
	式
	
	200,000
	

	　　共通仮設費（率計上分）
	
	
	
	3,200,000
	

	  共通仮設費計
	
	
	
	3,851,000
	

	　純工事費
	
	
	
	21,986,000
	

	    現場管理費
	
	
	
	5,801,000
	

	　工事原価
	
	
	
	27,787,000
	

	　　一般管理費等
	
	
	
	3,700000
	

	　契約保証費用
	
	
	
	13,000
	

	  工事費計
	
	
	
	31,500,000
	

	　見積価格（入札書の見積金額）
	
	
	
	31,350,000
	


（直接工事費のうち、材料費○○○円）
（直接工事費のうち、労務費○○○円）

（現場管理費のうち，現場労働者の法定福利費の事業主負担額　○○○円）
（現場管理費のうち、建設業退職金共済契約に係る掛金　○○○円）
（工事原価のうち、安全衛生経費　○○○円）
※作成にあたっては、次頁の「工事費内訳書作成に関する注意事項」に留意すること。
「工事費内訳書作成に関する注意事項」

　　１　工事費内訳書は、入札（見積）書（茨城県建設工事執行規則第５条第１項関係様式第１号）に記載する見積金額の内訳を記載するものであり、適切な原価計算に基づき積算した結果を記載するものとする。

２　A４版（縦使い又は、横使いいずれでも可）とする。また、複数枚になってもよい。

３　工事費内訳書は、作成日、工事番号、工事名称、商号・代表者名を記した表紙を別葉とすることができる。

　　ただし、閲覧用図書の工事概要書（写しを含む。）あるいは、見積書を表紙として使用してはならない。

４　代表者印については，電子システムにより提出する場合は，その押印を要しない。

５　最下欄の見積価格は、入札（見積）書の見積金額と一致していること。

６　内訳は、各工事の閲覧用図書に参考資料として添付されている本工事費内訳書の細別・規格程度まで記載することを目安とする。

　（閲覧用図書の工事数量総括（内訳表）（種別及び数量の一式レベル）よりも詳細な内訳であることに十分留意すること。（ただし、閲覧用図書の工事費内訳書の数量欄が一式表示である場合は、この限りでない。））

７　当該工事の閲覧用図書の参考資料として添付されている本工事費内訳書を利用して単価、金額欄を記入したものを添付してもよい。

この場合、工事価格欄の摘要欄に、「見積価格（入札書の見積金額）」と記入するものとする。なお、見積価格は、消費税相当額を含まない額とすること。

８　工事費内訳書は、積算の内訳を明らかにするものであることから端数処理の場合を除いて、「値引き」や「割引」など理由のない減額項目を記載しないこと。

　　９　工事内訳書に、材料費、労務費、現場労働者に関する法定福利費（労災保険料、雇用保険料、健康保険料、厚生年金保険料の法定の事業主負担額）、安全衛生経費（労働安全衛生法令等に基づく労働災害防止対策に必要な経費）及び建退共掛金を必ず記載すること。
10　工事費内訳書の記載に不備等があったときは、説明を求める場合がある。
紙入札方式参加承諾願

１　案件名称（工事番号及び工事名）

２　電子入札システムによる参加ができない理由

上記案件について，茨城県建設工事等電子入札システムによる電子入札に参加できないため，紙入札方式による参加の承諾をお願いします。

令和　　年　　月　　日

住　　　　所

　 　商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
茨城県筑西土木事務所長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記について承諾します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　　年　　　月　　　日　
                               殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県筑西土木事務所長
紙入札方式移行承諾願

１　案件名称（工事番号及び工事名）

２　電子入札システムによる参加ができない理由

上記案件について，茨城県建設工事等電子入札システムによる電子入札の処理継続が不可となったため，紙入札方式への移行の承諾をお願いします。

令和　　年　　月　　日

住　　　　所

　 　商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

茨城県筑西土木事務所長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記について承諾します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　　年　　　月　　　日　
                               殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県筑西土木事務所長
郵送による書面の提出方法について

＜競争参加資格確認資料＞

紙入札（郵送）により競争参加資格確認資料を提出する場合の封筒（任意）は，次のとおりとする。

・表に確認資料送付先郵便番号，住所及び入札執行課（所）名，申請に係る工事番号及び工事名，申請者の住所及び商号又は名称を表記し，併せて「競争参加資格確認資料在中及び締切日」を朱書きする。


＜入札書＞

紙入札（郵送）により入札書を提出する場合の封筒は，任意の二重封筒とし，次のとおりとする。

・中封筒は，入札書を入れて，封かんの上，「入札書在中」と朱書き表記し，開札日，入札に係る工事番号及び工事名，入札者の商号又は名称を表記するものとする。

○　中封筒（入札書を入れる封筒）


・表封筒は，入札書を同封した中封筒，工事費内訳書及び最新の経営事項審査結果通知書の写しを入れ，表に入札書送付先郵便番号，住所及び入札執行課（所）名，入札に係る工事番号及び工事名，入札参加者の住所及び商号又は名称を表記し，併せて「入札書在中及び開札日」を朱書きする。

○　表封筒（工事費内訳書，最新の経営事項審査結果通知書の写しを入れる封筒）



＜辞退届＞

紙入札（郵送）により辞退届を提出する場合の封筒（任意）は，次のとおりとする。

・記名押印した辞退届を入れ，表に入札書送付先郵便番号，住所及び入札執行課（所）名，入札に係る工事番号及び工事名，入札参加者の住所及び商号又は名称を表記し，「開札日」と「辞退」を朱書きするものとする。


· いずれも縦書き・横書きは自由。

· 書留郵便（簡易書留・送達記録を含む。）に限る。

· 書面は，紙媒体に限る。

入札辞退届

工事名（委託業務名）

上記について，都合により入札を辞退します。

令和　　年　　月　　日

住　　　　所

　　商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

茨城県筑西土木事務所長　殿

本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　





本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　





本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　





本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　





本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　





　　　　　　　郵便番号


　　　　　　　資料送付先住所　　茨城県　　市


　　　　　　　課（所）名　　　　茨城県





競争参加資格確認資料在中（締切日　　年　月　日）←　朱書き


工事番号　　　　第　　　　　号


工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事





申請者の住所


商号又は名称





入札書在中　←　朱書き


開札日　　　　　　　年　　月　　日


工事番号　　　　第　　　　　号


工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事


入札者名　　　　㈱　　　　　会社





　　　　　　　郵便番号


　　　　　　　入札書送付先住所　　茨城県　　市


　　　　　　　課（所）名　　　　　茨城県





入札書在中（開札日　　　　年　　月　　日）←　朱書き


工事番号　　　　第　　　　　号


工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）





入札参加者の住所


商号又は名称





　　　　　　　郵便番号


　　　　　　　辞退届送付先住所　　茨城県　　市


　　　　　　　課（所）名　　　　　茨城県





開札日　　　　年　　月　　日　辞退　←　朱書き


工事番号　　　　第　　　　　号


工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）





入札参加者の住所


商号又は名称





本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　


担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　









